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〇避難確保計画対象施設の抽出

〇地域防災マップの更新

土砂、洪水を対象とした施設のリスト
は作成していたが、南河内広域福祉
課と連携し、福祉施設の一覧を地図
上に展開して対象施設が欠落していな
いかを再確認した。

今後は各団体に再度計画作成の必
要性について説明を実施する。

平成24年度から地域防災マップ作成支援事業を実施。
作成後、土砂災害警戒区域や洪水リスクの更新にあわせ
マップの更新作業を行った。

【対象団体】
土砂：11団体、洪水：５団体、土砂・洪水：５団体

〇ため池ハザードマップの作成
水防ため池について、平成24年度から順次
ため池ハザードマップの作成を行っている。

平成24年度 １箇所
平成28年度 ２箇所
平成29年度 ４箇所
平成30年度 ３箇所
平成31年度 14箇所

富田林市の取組
–地域防災マップの更新・ため池ハザードマップの作成・避難確保計画対象施設の抽出-



「大阪府災害時避難用資機材（土砂災害警戒区域等）の配備に関する事業補助
金」を利用して、回転式ヘルメットと折りたたみ担架を購入。市内６３の自主防災組織
に貸与するとともに、使用方法の説明と訓練を行った。
今後は、地域の防災訓練においても活用していただく。

また、同時に、大阪府職員による土砂災害やコミュニティタイムラインに関する研修も実施
することで、自主防災組織の水防災に関する意識向上を図った。

参加者の声

「担架の持ち方を教
わったので、高齢者や
女性でも、力を入れ
ずに搬送できそう！」

河内長野市の取組 –水防訓練の充実-

説明会・訓練の様子（平成31年2月6日）



①対象施設への説明会の実施

水防法等に基づく浸水想定区域内に位
置する対象施設の管理者等を集め、本制
度の周知と避難確保計画に関する作成方
法等の共有化を図るための説明会を開催
（平成30年5月）

②
「作成の手引き」及び
「参考様式」の作成と
Web公開

市独自の「避難確保計画作成の手引き」
及び「避難確保計画の参考様式」を作成し、
市のウェブサイトで公開、参考様式を利用で
きるようにダウンロードも可能とした。

③計画策定相談窓口の一本化
相談窓口を「防災企画課」に一本化し、
市職員による施設への個別での助言や策
定指導等を実施。

④
庁内連絡会議の開
催と策定促進の取組
実施

庁内の関係課連絡会議において平成30
年12月末時点での避難確保計画の策定
状況を情報共有した。さらに策定促進につ
いて協議し、未策定施設に対し、施設所管
課からの策定指導を行うとともに、策定促進
のための文書発送を行うことを確認した。
（1月初旬発送済）

策定状況 策定済 25施設 対象施設39施設
策定率 64％（R1.5.10現在）

羽曳野市の取組 –要配慮者利用施設の避難確保計画の策定促進事業-



千早赤阪村

●地域タイムラインの取組み及び避難行動要支援者への取り組み

●安全ストック形成事業の取組み
千早赤阪村では、がけ地近接等危険住宅移転事業及び
土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅補強事業を実施



○ 日時・場所・取組内容

①１月15日（火）9:40～10:25
大阪市立北津守小学校（大阪市西成区）対象：小学５年生

②１月24日（木）10:45～11:30
大阪市立長橋小学校（大阪市西成区） 対象：小学３年生

③２月１日（金）14:25～15:15
大阪市立鶴見橋中学校（大阪市西成区） 対象：中学２年生

※２月10日（土）11:30～12:00
大阪市立八幡屋小学校（大阪市港区） 対象：地元町会

○取組内容：
平成30年７月豪雨に代表されるように、河川氾濫等の水害に対して適切に避難行動
をとることが重要視されている。
学校においては、授業形式で水害や避難に関する知識を習得し、さらには水害が発生し
た際の浸水想定の深さ、水害リスクを実感することを目的に、普段から使っている学校施設
にテープの貼り付けを行った。また、河川氾濫の浸水想定区域外ですが、地域の取組として
も１か所において浸水想定の深さの表示を行った。

授業風景
まずは水害や避難に関するお勉強をしました。

屋外での浸水深表示
市長も一緒に浸水深の表示を行いました。

屋内での浸水深表示
避難所である体育館も水害時は浸水することを
実感してもらいました。

○ 参加者の声

• こんな高さまで水に浸かると思っ
ていなかった。

• テープを貼ると意外と深く感じて、
災害の恐ろしさを改めてわかった。

• 水害時は体育館に避難しては
いけないと実感した。家族に伝
えたい。

• 浸水の高さを知らない友達に教
えて、一緒に避難したい。

《市長コメント》
• 今回の体験で終わるのではなく、
家族、友達にも伝えてみんなで
避難してほしい。

大阪市の取組
–小中学校や地域を対象とした水害教育の実施-



堺市の取組み –関係機関との連携強化とタイムラインの作成-

平成２９年の台風２１号では河川氾濫、土砂災害に係る避難情報を発令した。また、家屋損壊など、多
数の被害が生じたことから、平成３０年度にワーキンググループを立ち上げ、対応の検討を行った。

ワーキンググループには、市の関係部局のほか大阪府警察の警察署にも参画いただき、各区域毎に
危険箇所、避難誘導のあり方の情報共有など関係機関と連携するとともにタイムラインの作成に取り組
んだ。

第１回
平成30年５月17日

・土砂災害に対する住民啓発の実施
・気象注警報発表時から避難情報の発令、災害発生状況を時系列で整理
・時系列（タイムライン）で各局区の災害対応体制や発生した課題等を情報共有

第２回
平成30年５月30日

・出水期に向けた各区のリスク分析
・「住民避難」を切り口とした関係機関（部局）連携

第３回
平成30年11月21日

・今年度の災害の振り返り
・課題や問題点に対する対処や改善方法の検討

第４回
平成31年２月８日

・簡易なタイムラインの作成・共有
・課題のトリアージと対処方法の明確化

ワーキンググループでの検討

【タイムラインのステージの目安】



地元住民による
地域防災マップ＆
支え合いマップの作成

地域づくりからの支え
合い勉強会の実施
・危機管理課
・福祉課
・高齢介護課
・社会福祉協議会

災害への備えと地域防災
避難行動要支援者制度
平常時の見守り

太子町の取組 –地域づくりからの支え合い勉強会-



松原市の取組 防災アプリの利活用について

「防災アプリの登録・設定方法について」

左下「マップ」を選択する
右上■マークを選択する

マークを選択するとさまざま
な災害の区域が表示され、
浸水想定区域を選択すると、
この区域が確認できます。

平成31年度から防災アプリを活用して、避難所開設情報を市民の皆様が携帯されているスマートフォンに
プッシュ通知でお知らせします。
今後、松原市全体の自助力及び共助力を向上させるため、この防災アプリも活用しながら、防災
情報を発信してまいります。

（無料アプリ）をダウンロード

検索で「hazardon」を検索

「松原市」を選択

地震情報を選択し、震度を
選択し、左上←で戻る



１ 安全安心スクールの実施 ２ 大阪狭山市版防災タウンページの作成

３ 広報誌防災コラムの掲載 ４ 超高密度気象観測・情報提供
（月一防災） サービス（POTEKA®）を導入

大阪狭山市の取組 –にぎわいがあり 安全で快適な暮らしのあるまち-



①防災出前講座
【概 要】水害リスクを抱える自主防災組織向けに、ハザードマップ等を活用して主として水害に関する

防災出前講座を実施。
【参加者】各地区住民 ①6/30 50人、②9/1 30人、③11/10 70人、④11/11 60人

②ジュニア防災リーダー育成事業
【概 要】市教育委員会が実施する「藤井寺市ジュニア防災リーダー育成事業」での防災講習の実施。

「ジュニア防災リーダーの役割」の講義の中で、水害に関する啓発も実施。
［参加者］市内中学生 31人

○講習内容（抜粋）

避難行動について 避難情報の伝達方法について

避
難
所
・
避
難
場
所
に
つ
い
て

・参加者には、直近の災害発生状況や市が抱える災害リスク等を念頭に、防災について理解を深めていただけた点では効果があったと言える。
・地域（とりわけ水害のリスクを抱える地域）が主体となって防災活動が推進されている一方で、自主防災組織が未結成の地域もまだ存在する。
行政として、共助の重要性の普及・啓発に努めるとともに、地域での防災活動がより一層充実するよう、更なる支援が必要である。

藤井寺市の取組 –防災講習会等の実施-
水害ハザードマップの周知、活用・防災教育の推進

○効果・課題等



検討会状況

平成29年12月から計４回の検討会を開催し、土砂災害タイムラインを策定。

行政側の体制作りを行ったので、今後町内の各地区に展開
図上訓練状況平成３０年８月策定

《コミュニティタイムラインの策定を進めていく》

下河内地区コミュニティタイムライン検討会の様子
（Ｈ31.1.12）

平石地区コミュニティタイムライン検討会の様子
（Ｈ31.1.13）

河南町の取組 –土砂災害タイムラインを策定-


